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研究成果の概要（和文）：本研究は、金融改革に対する国際通貨基金（IMF)と世界銀行の影響と、これら国際金
融機関に対する米国及び日本の影響力を検討することを目的とするものであった。金融改革データベースのコー
ド化が終了した。また本研究の一環として、IMF融資プログラムに関する米国と日本の影響力が、世界金融危機
（GFC）の前と後でどう変化したかを分析した。GFC前には、従来の研究通り米国はIMF融資プログラムの承認に
有意な影響を与えていた。しかしGFC後には、こうした米国の影響は顕著に減少した。また、日本が米国とは別
にIMF融資プログラムの承認に与える影響は、アジア地域においてGFC前のみ認められた。

研究成果の概要（英文）：This research project aims to assess the effect of the International 
Monetary Fund (IMF) and the World Bank on countries’ policy reforms by examining financial reforms 
and the impact of US loans.  As a part of the project, I assessed the effects of the U.S. and Japan 
on the likelihood of IMF loan program approvals to examine the degree to which the IMF has changed 
since the Global Financial Crisis (GFC). The results demonstrate that U.S. interests significantly 
increased the likelihood of IMF program approvals before the GFC. However, since the GFC, the U.S.’
s influence on IMF programs has been noticeably diminished. In addition, Japan’s independent 
significant influence on IMF programs has only been observed in the Asian region―not on a global 
scale―during the pre-GFC period.

研究分野： 国際関係学・国際政治経済

キーワード： 国際通貨基金　国際金融ガバナンス　政府開発援助　世界金融危機　金融改革　世界銀行
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１．研究開始当初の背景 

IMF や世界銀行は、1980 年代や 1990 年代
に世界を席巻した新自由主義経済改革の主
な推進力であるとみなされてきた。アジア金
融危機後、IMF や世界銀行は、アジア諸国の
経済危機の状態を悪化させ、危機状態を回復
させるのに失敗し、経済成長を遅らせたと厳
しく批判された。しかしその一方で、IMF や
世界銀行は、非効率で官僚的な組織であり、
債務国に対して効果的な経済改革の履行を
求める事ができない組織であるとも批判さ
れてきた。 

IMF や世銀の、自分たちは非政治的な機関
であるという宣言にも関わらず、多くの経済
学や国際経済学における先行研究で、融資プ
ログラムが主要国の影響、特に米国の影響か
ら自由ではないことが明らかにされてきた。
例えば、ストーンは、米国が自国の銀行がよ
り多くの貸付を行っていたり、米国がより多
く輸出していたりする国に対しては、IMF は
その国への貸付のコミットメントを増やす
ことを明らかにした(Stone, Randall W. 2011. 
Controlling Institutions: International 
Organizations and the Global Economy)。
世界銀行に関しても、国連の安全保障理事会
の非常任理事国になっている国では、そうで
ない国よりも多くの世界銀行のプログラム
が行われていることが明らかにされている。 

また、日本の IMF に対する影響を中心にす
えた国際政治経済の観点からの計量分析は
筆者の知る限りでは行われていないが 1997
年から 2003 年までの 38か国への融資プログ
ラムにおける G7 それぞれの国連での投票行
動との近似性がIMFのコンディショナリティ
の数に与える影響を分析した結果によれば、
米国同様他の G7 各国と国連での投票行動の
近似性が高い国に対し、IMF はコンディショ
ナリティの数を有意に減らす（Dreher and 
Jensen 2007)。しかし、その減少の効果は日
本が最も小さく、また米国の援助を考慮に入
れるとこの日本の有意性は消失することが
示されている。しかしこれ以外の研究ではア
ジア開発銀行への日本の影響など限られた
研究しか日本の影響をみた研究はなく、米国
や日本の国際金融機関への影響を検討する
研究には意義があるといえる。 

２．研究の目的 

本研究の目的と意義は、国際経済危機後の
国際金融ガバナンスの変容と進展を踏まえ、
どの程度国際金融機関は出資国の国益が違

う中でも、国際経済危機後の国際金融システ
ムの安定に寄与することが可能か、という研
究上の問いに答えることである。そのために、
本研究では、最も強大な国際金融機関である
国際通貨基金（IMF）と世界銀行（世銀）に
焦点をあて、IMF と世界銀行が各国の金融政
策に与える影響を調査することを目的とし
た。 

IMF や世界銀行は、融資プログラムのコン
ディショナリティの見直しなど種々の改革
を行ってきたとされているが、実際にはどの
程度改革が進んだのであろうか？ IMF の融
資プログラムが、各国に与える影響は、どの
程度米国や日本のような主要国の利益を表
しているものであるのか、それとも各国が独
自に政策を決定しているのかについて分析
することを目的として行った。これにより、
国際金融機関が行う国際公共政策が、誰の利
益をそのように体現してゆく形で形成され
ているかについての国際公共政策過程の分
析に資することが可能となる。 

３．研究の方法 

前述した研究の目的のために、以下の二つの
研究を主に行った。 

（1）本研究プロジェクトの一環として、世
界金融危機以後になされた国際通貨基金
（IMF）の融資プログラムの改革を踏まえ、
IMF 加盟国における融資プログラムに関する
米国と日本の影響が、世界金融危機の前と後
でどう変化したかを検討した。1992-2015 年
の IMF加盟国のグローバルなデータベースを
用い、計量的に分析した。 

従属変数はIMF融資プログラムの承認が行わ
れたか否かの二値変数を用いた。また、主な
独立変数としては、米国と日本の影響を測る
ための指標として、１）米国の経済援助、２）
米国（日本）からの二国間援助、３）米国（日
本）との選好の相違、及び４）国連総会での
投票行動の米国（日本）との近似性米国（日
本）という４つ（日本は後者３つ）の指標を
用い、ロジット分析を行った。 

（２）また、さらに本研究プロジェクトの一
環として、従属変数に IMF の「金融改革デー
タベース」での七分野の金融改革の指標を用
いて、計量分析にて、IMF 融資プログラムと
世銀プログラムを主要な独立変数とし、各国
金融改革への影響を調べる。このため、現在
は IMF より公開されている、91 カ国 1973 年
から 2005 年までの金融政策７分野をカバー
する「金融改革データベース」の国と年を拡



大するアップデートを行い、100 か国 1973 年
から 2013 年までの金融改革の 7 分野をカバ
ーするデータベースを構築した。 

４．研究成果 

（１）以下の図は、IMF 融資プログラムの開
始数の変化を経時的に表したものである。 
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これら各国のIMF融資プログラムの開始を
従属変数とした計量分析の結果によれば、全
期間及び世界金融危機前の期間は、米国は
IMF 融資プログラムの開始に有意な影響を与
えていることが従来の先行研究通り示され
た。しかし、世界金融危機後の期間の分析結
果からは、こうした米国の影響は顕著に減少
したことが明らかとなった。 

また、日本による IMF 融資プログラム承認に
対する影響は、全期間及び世界金融危機前に
は米国の影響を指標として算定に入れなけ
れば、日本が IMF 融資プログラムに有意に影
響を与えているが、米国の影響を考慮に入れ
るとこうした効果はなくなることがわかっ
た。世界金融危機後は、いずれにせよ日本の
IMF 融資プログラムに対する有意な影響はみ
られなかった。 

その一方、アジア地域諸国のみのデータを用
いた場合には、日本は、世界金融危機前には、
たとえ米国からの影響を考慮に入れても、独
立にIMF融資プログラムの承認を与えていた
ことがわかった。しかし、世界金融危機後に
はこれらの影響はみられなかった（大森 
2017 刊行予定）。 

国際金融ガバナンスにおいては、世界金融危
機以降、G７から G20 へという変革が起こる
中で、IMF は全ての加盟国を公平に扱うべき
であるというIMFに対する長年の批判に応え
る方向でさまざまな改革を行ってきた。これ
らの改革には、１）融資プログラム改革、２）
FSAP の設立、３）サーベイランス改革、４）
文書公開の漸次的前進、５）IEO の設置、６）

IMF の統治改革（クォータ改革）等がある（大
森 近刊予定）。前述の計量分析結果は、こ
れらの世界金融危機後のIMF改革が実を結び、
世界金融危機後にはIMFは大国の影響を受け
ないで融資の決定を行うよう変化を遂げた
と思われる。しかし、このような IMF 改革の
努力の成果が、米国のトランプ大統領のもと
でも継続するか、引き続き検討が必要であろ
う（大森 2017 刊行予定）。 

（２）また前述の「金融改革データベース」
は銀行の民営化、証券市場の発展、銀行利子
率の自由化等の金融改革7分野をカバーした
ものである。これをアップデートにあたって
は、とくにその一分野である銀行監督規制の
強化の分野の指標化のルールを変更しより
改善した。すなわち、以下で述べるように、
５つのサブ領域の政策をそれぞれコードし
てスコア化し、これらのスコアの合計によっ
て銀行監督規制の強化の改革を指標化する
ことを行った。 

①バーゼル合意（銀行の自己資本比率の国際
的合意）すなわちバーゼル I,II, II.5 の実
施年度、②銀行監督庁の制度的な独立性の程
度（銀行監督庁の理事会がどの程度政府から
と金融セクターからとの両方から独立か、及
び銀行監督庁の長の辞める条件が法に列記
され明記されているかの二つから測定）、③
銀行監督権限の強さの程度（銀行の閉鎖など
の極端な方法のみでなく幅の広いさまざま
な銀行監督の手段が規定されているか、銀行
監督庁の初期介入手段が規定されているか、
監督権限を他の省庁の同意などを得る必要
なく独立して使えるか、の三つから測定）④
銀行へのオンサイト・オフサイトのモニタリ
ングの程度、⑤金融グループ全体での連結会
計や海外の銀行監督庁との国際協力の有無
の５つのサブ領域の各スコアを合計し、最終
的に０－３までの銀行監督権限の強さの程
度を表す指標として用いた。これにより、従
来の金融改革データベースよりも銀行監督
規制の強化の分野のコード化の方法が改善
された。また、100 か国へと増えた国にはサ
ウジアラビアやアラブ首長国連邦、アイスラ
ンドなどが含まれより総合的なデータベー
スとなっている。これらは現在公開に向けデ
ータのクリーンアップを行っている。 

これらの金融改革データベースをまだ暫定
版ではあったものの従属変数として用い、
IMF や世界銀行の融資プログラムが金融改革
に与える影響を検討する計量分析を行い、海
外の学会で発表した。これらの結果によれば、
世界銀行の融資を受けている国や、過去に
IMF から融資を受けた経験のある国、米国か



ら二国間援助を多く得ている国ほどIMFの融
資を受けやすく、また世界金融危機後には
IMF の融資プログラムを受ける確率は有意に
低くなっている。こうした IMF 融資プログラ
ムに関する選択バイアスを考慮したとして
も、IMF や世界銀行が自由主義的な改革を進
める方向性の金融改革に及ぼす影響は有意
なものとなっている。また、米国の影響につ
いては自由主義的な改革を進める方向性の
改革には優位な影響を与えるものの、銀行規
制強化には優位にむしろマイナスの影響を
与える。世界銀行は、銀行規制強化の改革に
関してはIMFから独立しては有意に影響を与
えていないという分析結果が得られた。これ
らの知見に関し、最終版の金融改革データベ
ースを用いて算定した結果を、学術雑誌に投
稿をする予定である。 
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